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第１ 土地利用調整区域  

１．所在・面積 

  

市町村 大字 字

南箕輪村 北原 1633-28 2,489 畑

南箕輪村 北原 1633-31 1,065 畑

南箕輪村 北原 1633-32 1,090 畑

南箕輪村 北原 1633-33 1,408 畑

南箕輪村 北原 1633-34 1,282 畑

南箕輪村 北原 1633-36 1,050 畑

南箕輪村 北原 1633-37 1,058 畑

南箕輪村 北原 1633-38 1,022 畑

南箕輪村 北原 1633-39 1,060 畑

南箕輪村 北原 1633-40 1,058 畑

南箕輪村 北原 1633-135 176 畑

南箕輪村 北原 1633-136 110 畑

南箕輪村 北原 1633-137 32 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-138 15 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-139 16 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-140 12 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-141 17 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-142 15 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-143 18 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-144 19 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-145 14 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-146 16 公衆用道路

南箕輪村 北原 1633-147 16 公衆用道路

南箕輪村 北原 246 道路用地

南箕輪村 北原
1634-56
の一部

668 畑

南箕輪村 北原
1634-57
の一部

585 畑

南箕輪村 北原
1634-58
の一部

978 畑

南箕輪村 北原
1634-60
の一部

452 畑

15,987 28

農　　地 15,551 16

農地以外 436 12

面積
（㎡）

地目

上伊那郡南箕輪村大芝
区域

計

内　訳

区域名
   所在

地番
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設定しようとする土地利用調整区域の位置図（長野県上伊那地域基本計画より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今回、設定しようとす

る土地利用調整区域 
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公図写

凡例

KOA(株）所有地

土地利用調整区域

農振農用地

町村境

農用地区域 

町村界 
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２．土地の農業上の利用との調整に関し必要な事項 

・現況地目別面積                         （単位：㎡） 

区域名 農地 採草放牧地 宅地 山林・原野 雑種地 その他 合計 

上伊那郡南箕輪村大芝区域 15,551     436 15,987 

 

・用途区分別面積                          （単位：㎡） 

区域名 農地 採草放牧地 混牧林地 農業用施設用地 合計 

上伊那郡南箕輪村大芝区域 15,551    15,551 

 

３．市街化調整区域における土地利用の調整に関し必要な事項 

  

本区域内には、市街化調整区域は存在しない。 

 

第２ 土地利用調整計画において地域経済牽引事業を行おうとする者に関する次の事項 

イ 地域経済牽引事業の内容 

 

（これまでの経緯） 

KOA は、抵抗器を主力にチップヒューズ、バリスタ、温度センサなどの受動部品や、ハ

イブリッド IC、LTCC（低温焼成セラミック）多層基板などを開発・製造・販売。抵抗器

では世界でトップクラスのシェアを持つ企業である。 

この先の抵抗器の市場は自動車分野の成長が見込まれているものの、大きな拡大は期

待できない状況。“トリリオン・センサ時代”に向け、長年の抵抗器ビジネスで培ってき

た基盤技術を基にして、付加価値のあるセンサ素子やセンサモジュール（センサ素子から

信号を取り出す検出回路が一緒になったモノ）を開発し、抵抗器に次ぐ第二の柱にするこ

とを決め活動を進めているところ 

 

（今後の具体的な事業内容） 

KOA は従来から、温度センサや電流検出用低抵抗器をセンサとしてラインアップしてお

り、近年、これらの風センサ、大電流検出用シャント抵抗器、ひずみセンサ、酸素センサ

のセンサ素子やセンサモジュールの事業化に向け開発を進めているが、開発に必要な試

作装置、評価分析装置、各種試験装置などの新規装置の導入と開発人員の増員が必要不可

欠であり、現在開発をおこなっている事業所では、装置導入および増員計画に対しスペー

スが不足するため、新たに開発をする新規の事業所が必要となっている。 

また、センサ素子やセンサモジュールは抵抗器と違って一度に数多く使用されるもの

でないため、上市してもすぐに大量の受注につながらず、初めから大量に生産する量産ラ

インを構築するよりも、少量多品種の量産ラインを構築する方が、量産ライン作製の期間

も短くでき、スピードある上市ができる。この新規の事業所には少量多品種の新製品を生

産する機能を備えることにより、製品設計者が量産ラインの設備設計者と一緒になり量
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産ラインを効率よく構築することが可能になり、その結果、新製品を素早く上市し顧客に

提供できるようになる。 

このように、将来の超スマート社会の実現に貢献できる、大電流検出シャント抵抗器、

風センサ、ひずみセンサ、酸素センサなどのセンサ素子や、センサモジュールの開発およ

び生産を新規の事業所でおこなう。 

 

（長野県上伊那地域基本計画との整合） 

（1）地域の特性の活用 

本事業は「①電子機器・デバイス及び機械器具関連産業の集積を活用した第 4次産

業革命関連分野」に該当する。 

（2）高い付加価値の創出 

上伊那地域基本計画では、事業計画期間を通じた地域経済牽引事業による付加価値

増加分が 3,685 万円を上回ることとあるが、本事業では付加価値増加分が 1 億 4,199

万円となる計画である。 

（3）地域の事業者に対する相当の経済的効果 

上伊那地域基本計画では、促進区域内に所在する事業者の売上が計画開始年度比で 

6％増加することとあるが、本事業においては、事業最終年度（2022 年度）における

売上げを 77,500 千円と見込んでおり、事業開始年度（2020 年度）の売上げ見込み 3,375

千円と比較して 2,196％アップする計画である。 

 

KOA（株）事業所用地 (所有地)一覧 

所 在 地 番 地 目 面積（㎡） 備 考 

南箕輪村字北原 1634 番 17 宅地 11,628 現工場敷地 

〃 1634 番 24 宅地 8,342 現工場敷地 

〃 1634 番 343 宅地 536 現工場敷地 

敷地(所有)面積合計     20,506  

※重点促進区域内での事業所敷地は所有地のみとなっている 

 

KOA 現工場の建物（試験所及び物流拠点）の状況 

建築年次 建築面積(㎡) 延べ面積(㎡) 構造等 備考 

平成 27 年 11 月 2,671 2,650 鉄骨造 庇部分がある

ため、延べ面

積より建築面

積が広い 

平成 28 年１月 2,994 2,751 鉄骨造 同上 

建物合計 5,665 5,401   
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事業拡張に伴う計画建物等

延べ床面積：9,186㎡

駐車場：普通車168台分

凡 例 KOA（株）敷地（現在の配置図） 町村界

土地利用区域調整地域

←建物等の配置計画図 

-6
- 

事業拡張に伴う計画建物等 

建築面積：4,830m2 

駐車場：193 台 

- 6 - 

土地利用調整区域 
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ロ 地域経済牽引事業の用に供する施設の規模 

施設

番号 

区域名 予定建築物の用途 

（施設の種類） 

予定建築物の敷地

面積（㎡） 

開発区域の面積 

     （㎡） 

１ 上伊那郡南箕

輪村大芝区域 

工場施設 

駐車場 

4,830 

 

15,987 

※土地利用調整区域、施設ごとに記載する。 

 なお、用途が複数となる施設の場合は、「予定建築物の用途」欄へ当該複数の用途を記

載する。 

 

建物等事業施設の配置計画図 

計画建物平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本体 4,480 ㎡ 

別棟 350 ㎡ 
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１階平面図 
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２階平面図 
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立面図 
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第３ 土地利用調整区域の土地利用の調整に関する事項 

１．重点促進区域内の既存の工場適地や業務用地等の活用可能性 

上伊那地域基本計画では、「土地利用調整区域では、遊休地を含め、把握された工業

適地業務用地を優先して設定することとする。」としているが、今回の重点促進地域で

ある大芝地区において既存の工業団地未利用地等遊休地はない。 

また、やむを得ず土地利用調整区域に農地を含める場合においては、市町村が土地利

用調整区域を設定する際に、下記２①～⑤の方針により土地利用調整を行うこととして

いる。 

 

設定しようとする区域周辺の土地利用状況図（地形図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

設定しようとする区域周辺の土地利用

中央自動車道

日本電産ロジステック

協和伊那営業所

小松工業

凡例

KOA（株）所有地

土地利用調整区域

農振農用地

遊休農地

中部電力北原変電所 

ネハシ 

KOA 現工場 

農用地区域 
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２．土地の農業上の利用との調整に関し必要な事項 

① 農用地以外での開発を優先すること 

（基本計画における方針） 

南箕輪村大芝区域の一部は、農用地区域となっているため、農用地以外での開発を

優先することとする。 

 

（上記基本計画における方針との関係） 

今回の候補地は、既存の開発製品の信頼性試験や生産製品の定期試験をおこなう試

験所および国内で生産した全ての製品を国内外の顧客へ送付するための物流拠点（11

ページで図示した「KOA現工場」）に隣接した土地である。 

この場所でなければならない理由は、①新製品開発の信頼性試験や量産中の定期試

験における試験実施者の移動時間の最小化、②生産中の製品における物流拠点への移

動コスト削減の２つがある。 

新製品開発では信頼性確保のためにいろいろな信頼性試験を長期間（３ヶ月～６ヶ

月程度）おこない、約１週間毎にデータの取得をする必要がある。量産中の製品にお

いては品質が確保されていることを確認するために抜き取りによる定期的試験を行

う。既存試験所はそれらの試験を行うための拠点であるため、その近くに新棟を建設

することにより、新棟の勤務者が既存試験所へ行く移動時間を最小限にでき、移動時

間の低減や移動に車両を使用しなくてよいので燃料削減や排気ガス削減にもなり、計

画達成への経費削減だけでなく、環境面での効果もある。 

生産した製品は顧客へ出荷するために物流拠点へ送付する。物流拠点の近くに新棟

があることで、計画達成への輸送時間および輸送費用の低減になる。車両による輸送

時間が短いという事は、環境面での効果もある。 

以上の理由から、既存の試験所・物流拠点に隣接した候補地に新棟を建設すること

により、新棟の勤務者の移動時間低減による業務効率の向上や車両燃料の低減による

経費削減、および環境面での貢献が実現できることから、候補地であることが必要で

ある。 

また、その他の隣接地については北側が他社既存工場、西側は伊那西部広域農道を

挟み既存工場団地となっており、規模拡張は不可能である。東側・南側はそれぞれ農

用地区域であるが、東側は土地改良区水路の末端にあたり、候補地外への影響が無い

のに対して、南側は土地改良区水路を分断する形となってしまう。また、東側は西に

KOA現工場、東に今回同時に改良する村道に挟まれる区画であり、北以外の３方向が

開ける南側と比較して、一筆あたりの面積も小さく、より一団での農用地の利用への

影響が少ない。よって、KOA現工場東側の隣接地を選定した。 

したがって、今回の土地利用調整区域外に開発に適当な用地もなく、工場増設計画

予定地が農用地区域の開発となることはやむを得ない。 
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② 周辺の土地の農業上の効率的かつ総合的な利用に支障が生じないようにすること 

（基本計画における方針） 

南箕輪村大芝区域には集団的農地がある。やむを得ずこうした農地に土地利用調整

区域を設定する場合でも、集団的農地の中央部を開発することで高性能農業機械によ

る営農に支障が生じるような事態を避けるなど、農地の効率的な利用に支障が出ない

ようにすることとする。 

 

（上記基本計画における方針との関係） 

周辺の状況について、当該地の南側及び東側は牧草地及び畑作に利用されている。

また、西から東へなだらかに下る農地となっている。 

今回の計画については、集団的農地の中心部ではないため、分断される農地はな

い。水路については、土地改良区水路の末端にあたり、廃止しても用排水路が分断さ

れることはなく、下流域への用排水の影響はない。また、候補地内の道路について

は、候補地の西側及び南側に付け替える計画であり、農業用の道路等が分断されるこ

とはない。その他、一部が候補地に含まれる筆に残る農地については、候補地南側の

付け替え道路用地となる計画である。従って、今回の開発計画に伴って、集団的農地

をむしばむとは認められず、高性能機械による営農への支障はない。 

工場内の排水は下水道への繋ぎこみと雨水の敷地内での浸透処理により適正に実施

される計画である。日照についても、新たに建設される建築物は２階建ての低層であ

り、周辺の営農への日照への影響も支障はない。また、その他、用排水路、土留め工

等農用地区域内の土地の保全上必要な施設の毀損はなく、当該区域を開発することに

よる農用地区域内への土砂の流出・崩壊、洪水、湛水、飛砂、地盤沈下等の支障も生

じないと考えられる。 

本区域は伊那西部南箕輪土地改良区の区域であり、土地改良事業により整備を行っ

た農道及び水路が候補地内に存在するが、今回の地域経済牽引事業の中で、立地企業

ニーズとそれに伴う必要面積の確保上、やむを得ず当該地を含むものである。 

事業に伴う土地改良区の区域からの除外については、県農地整備課及び当該土地改

良区と調整が行われ、概ね同意が得られており、残る耐用年数が未経過の土地改良区

財産の処分計画について、整備に充てた補助金の返還の必要性を含めて、県を通じて

関東農政局と協議を行っているところである。また、現在実施中の土地改良事業にお

ける対象施設は当該区域内にないが、受益範囲には含まれていることから、財産処分

と併せて協議を行っているところである。加えて、除外に伴う土地改良区の決済金は

地権者と地域経済牽引事業者の間で調整が図られているところであり、事業者が一括

して負担する予定である。なお、計画区域には、多面的機能支払交付金事業の協定農

用地はない。 

地権者と地域経済牽引事業者の間での事業への同意も得られており、既に境界測量

が済んでいる状況である。また、候補地内で営農を行っている農業者に、認定農業者

はおらず、地域経済牽引事業者が地権者と調整を図る中で、耕作を継続するための代
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替地の紹介を希望する農業者もいなかったことから、農地の利用集積への支障は生じ

ない。加えて、当区域内において農地中間管理事業による農地の貸し借りの事例はな

い。 

 

 

 

 

 

 

土地利用調整区域にかかる農業生産基盤整備事業の実施状況 

区分 事業の種類 事業概要 

 

事業

主体 

 

受益面積 

（ha） 

事業費 

(百万円) 

事業年度 

（予定） 

完了 

年度 

備 

考 

 

農 業

生 産

基 盤

整 備

事業 

県営畑地帯

総合土地改

良事業 

畑地帯の近代化の

大型農業推進のた

め、幹線農道に併

せ、区画整理・支線

農道を配して農業

生産基盤整備を行

う。 

対象エリア 

伊那西部 

辰野・箕輪・南箕輪・

伊那 

長野

県 

3,287 20,894 

昭和 47 年 

～ 

平成 9年 

平成 9年  

南箕輪村分 

(内土地改良区) 
422 

3,431 

1,045 

国営施設機

能保全事業 

受益地周辺の都市・

混住化に伴い、農業

水利施設の多面的機

能発揮のため、水管

理施設、揚水機場等

施設整備を行う。 

対象エリア 

伊那西部 

辰野・箕輪・南箕

輪・伊那 

農林

水産

省 

2,561 2,638 

平成 24 年 

～ 

令和 3年 

事業実施

中 
 

県営かんが

い排水事業

(基幹水利施

設ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒ

ﾝﾄ)伊那西部

１期地区 

耐用年数を経過

し、老朽化した揚

水制御施設を機能

保全計画に基づき

更新する。 

対象エリア 

伊那西部 

辰野・箕輪・南箕

輪・伊那 

長野

県 

2,922 

60 

平成 22 年 

～ 

平成 24 年 

平成 24

年 
 

南箕輪村分 

(内土地改良区) 
368 
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県営かんが

い排水事業

(基幹水利施

設ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒ

ﾝﾄ)伊那西部

２期地区 

耐用年数を経過

し、老朽化した畑

かん施設、ポンプ

施設を機能保全計

画に基づき更新す

る。 

対象エリア 

伊那西部 

辰野・箕輪・南箕

輪・伊那 

長野

県 

2,561 

533 

平成 27 年 

～ 

令和 3年 

事業実施

中 
 

南箕輪村分 

(内土地改良区) 
422 

 

③ 面積規模が最小限であること 

（基本計画における方針） 

やむを得ず農地において関連産業の用に供する施設を整備する場合は、個別の施設

について計画する事業内容に基づき立地ニーズを確認し、事業を行う上での最小限の

面積をその用に供することとする。 

 

（上記基本計画における方針との関係） 

今回隣接する南箕輪村内での計画事業者の工場敷地は、既に全面を利用しており余

剰地はない。事業拡張計画により延床面積で約9,200㎡の工場を建築することとなっ

ているが、KOA現工場（既存の試験所及び物流拠点）と比較しても必要最小限の工場

規模である。 

新棟の従業員数は、当初は156名で、事業拡大により2025年までに20名の増員を計

画しており、最終的には従業員数176名を計画している。駐車場は従業員用176名、お

客様用8台、社用車用9台の合計193台分（約4,800㎡：駐車スペース間の通路含む）が

必要なる。 

新棟からの設置設備などの搬入出のために大型トラックを新棟に横付けする必要が

ある。そのために新棟の周りには最低約7m幅の通路を確保する必要がある。 

これら建築面積、駐車場面積、緑地・環境施設面積、通路面積等を考慮すると、今

回の土地利用調整計画での計画面積の規模は最小限である。 
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 KOA現工場面積 候補地面積 

建築面積 5,665㎡ 4,830㎡ 

駐車場面積 3,109㎡ 4,800㎡ 

緑地・環境施設面積 6,929㎡ 2,840㎡※ 

その他面積（通路等） 4,803㎡ 3,517㎡ 

計 20,506㎡ 15,987㎡ 

駐車場台数 135台 193台 

従業員数 107人 176人 

   ※敷地面積に対して、緑地5％、環境施設10％が必要となる。 

 

④ 面的整備（区画整理、農用地の造成、埋立て又は干拓）を実施した地域を含めないこ

と 

（基本計画における方針） 

南箕輪村大芝区域においては、過去において圃場整備事業が実施されている。この

ため、当該事業の対象農地については、工事が完了した年度の翌年度から起算して８

年を経過しない間は、土地利用調整区域に含めないものとする。 

 

（上記基本計画における方針との関係） 

南箕輪村大芝区域において、実施された圃場整備事業は昭和47年～平成9年に実施さ

れたものであり、現在８年未経過地はない。また、今後も圃場整備等の面的整備事業

が実施される予定がないことを確認済みであるため、今回の土地利用調整計画は適当

であると認められる。 

 

⑤ 農地中間管理機構関連の取組に支障が生じないようにすること 

（基本計画における方針） 

南箕輪村大芝区域においては、現在、農地中間管理機構関連事業が実施中である。

このため、当該事業の対象農地については、機構の管理権の存続期間中は土地利用調

整区域に含めないこととし、管理権の満了後も、上記①から③までの考え方に基づき

やむを得ない場合でなければ当該農地を土地利用調整区域に含めないこととする。 

 

（上記基本計画における方針との関係） 

当該土地利用調整地域は、農地中間管理事業は行われていない地域であり、今後も事

業を行う予定がない地域であるため、今回の土地利用調整計画は適当であると認めら

れる。 

 


